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書評
アーサー・ロス編 『労使関係と経済発展』
Inc加stria/Re/at畑 sand Economic Deve/opm伍 t,edited 
by Arthur M. Ross. London : Macmillan, 1966. 448 p. 
、嶺 学
ー
Arthur M. Ross(Editor), Industrial Relations and Econom,c Development (London: 
Macmillan, 1966.)は1964年8月24日から 9月4日にかけて， 「労使関係と経済発展」の
主題のもとにジュネープで開催された，国際労働問題研究所 (InternationalInstitute 
for Labour Studies)の国際研究会議に提出され討議された14の論文を収録したものであ
る。会議の召集者であるアーサー・ロス（当時カリフォルニア大学労使関係研究所の教
授，現在労働統計局長）が序論を書き，また， ILO職員の手による包括的な文献解題が
収められている。序論によると，この会議の出席者は，個人の資格で参加し，実際的な観
点よりは理論的な視角から問題を扱うことになっていた。ロスによるこの研究会議の中心
的な問題意識は，欧米諸国でみとめられてきた自由と社会的進歩に関する伝統的な銀念の
妥当性を発展途上の国について再検討することにあった。すなわち狭く労使関係に限って
いえば，先進国のような自由な労働組合運動や団結権•争議権などが急速に開発をすすめ
ようとする国にも妥当するかどうかという問題や，社会的経済的発展にあたって，労働組
合，経営者団体などの利益集団が政策の決定に参与する必要性などの問題が起っており，
これらは ILOや，発展途上の国にとっても重要な関心事となっているのである。
以上のような基本的考え方のもとに研究会議では，さらに主題を次の4つにしぼった。
(1) 労使関係における国家の役割
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(2) 労働組合のリーダーシップ，
(3) 賃金決定における労，使，政府間の関係
(4) 経済計画の策定にあたっての利益集団の参与
ロスの序論は，それぞれの主題について，発展途上の国における問題とその背景につい
て概観し，その後各主題のもとに分類された論文について，注目すべき点を指摘し，比較
的自由な紹介をしている。会議召集の手続は明らかでないが，多分，参加者にはじめから
4主題のいずれかひとつについて報告を求めたものではないようで，論文の編別はあまり
うまく行っていない。各論文はテーマのー局面を扱っているにすぎなかったり，また他の
テーマをあわせて扱ったりしている。召集者による意志統ーにもかかわらず，諸論文の分
析視角はなおかなりにまちまちであり，それぞれ独立の論文とみなすぺきものであろう。
その論点は璽に要約した。このように論点がかなりばらばらなため，読者としては会議場
でどのように問題点がしぽられ，どういう主張がなされたかを知りたいのであるが，議事
の内容についてはその断片が紹介されているにすぎない。もっとも，これは，本書ばかり
でなく，このような体裁の編集，あるいは，国際会議の性格自身から来ているものであり
やむを得ないのかもしれない。
他面，各論文を通じて， 日本の読者にとってあまりよく知られていない国の労使関係
の，しかしながら重要な，事実をはじめとして，権威者によって出身国の状況がそれぞれ
紹介分析されており，広い観点に立って労使関係の歴史や国際比較の研究をおこなおうと
する者にとって貴重な文献であるといえよう。この点と関連して本書の第5部は，地域
別，問題別に約800の文献を整理し，紹介しており，この分野に興味のある読者にとって
は（これまで類似のものがないわけではないが），きわめて便利なものであろう。
?
本書は前項に述べたように，主題についての多くの事実の紹介という資料的な価値が高
いと考えられる。また，社会経済の発展政策と，利益集団の政策決定への参与の問題に
ついては，編者と何人かの論文によって，比較的よく問題点が整理されているが，他の
部分については焦点をしぽった論争がおこなわれていない点がやや物足らないともいえ
る。
本書を通じて問題としたい一つの点は，経済発展に伴う労使関係の問題の研究が，単な
る事実の集精にとどまることなく，理論的な分析視角から整理され直されるべきであると
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いうことである。この点で，シュトルムクールの論文「経済発展と労働運動」は一つの意
欲的な問題提起をおこなっているように思われる。後進国の労働運動は政治との関連をぬ
きにしては考えられないが，労働組合の活動が経済的なものになるか政治的なものになる
かを決定する主因として，後掲のような一般的な原則を明らかにしようとした彼の意欲は
注目されてよかろう。彼はこの際欧米の労働運動も後進国の労働運動も同一の性格のもの
であるという前提に立っている。このような見解に対して後進国の特殊性を強調する立場
があり，本書では，不徹底ながらガンバがその論文の前半において東南アジアの労使関係
が，欧米的，共産圏的なものと比べて第三の型のものであると主張している。
労使関係と経済発展の関係は，単一の原則によって支配されるのか，それとも，いくつ
もの変化の途が独立に存在するのかは，きわめて重要な点であり，まず明らかにされるべ
き問題の一つである。もしも，前者であれば後進国の個々の労使関係の現象は，一般原則
の具体化として考えられるべきものであろうし，後者であればいくつかの独立性のつよい
発展のモデルを提示することになるであろう。このような点について，会議召集者の意図
あるいは本書の編集方針は明らかでなく，読者の判断にまかされている。
つぎに，かなり具体的な問題意識から発しているとすれば，より抽象度の低い次元で，
類似の発展段階，同じ社会体制の国相互間で比較することは前二者のいずれの立場をとる
にしても重要であるが，この点で興味が深かったのは，新興アフリカ諸国における労使関
係制度の大きな差異である。ナイジェリアとガーナの経済的社会的事情の差異に詳しくな
いが，その差があまり大きくないと仮定して，その労使関係制度は対照的である。このよ
うな差異は，具体的な政治事情と，政府の政策の差異によっている。この際政府の政策選
択の幅はかなりに大きいように思われる。この幅は，おそらくその社会における利益集団
の政治的発言力によって画されるであろう。ところで，これまで，政府の労使関係に対す
る政策は，かなりの程度ILOの基準によって，あるいは ILOに加盟している宗主国の
政策によって方向ずけられ，その意味での共通性が与えられてきた。しかし，アフリカ新
興国のうちには開発の緊急性という課題にせまられ，（あるいはそれを理由に），労働組合
の伝統的自由が制限されているものがある。ロスが正当に疑問を呈しているように，特に
団結権などの伝統的権利が実際的必要性の前に簡単に放棄されてよいものかどうか。もし
も放棄できないとすれば，それは果してロスの言うように道徳的な問題からのみ来るもの
なのかどうか。労働者の不満が自由に表明できる制度が，生産•生産性を高める効果をも
つことは従来から指摘されており，本書においてもカナパンが指摘するところである。し
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かしまた，労働組合の自主的な組織力が，労使関係政策の有効性を左右するもっとも重要
な要素であるという指摘もある（プネカール）。 このような点は， 本書の主題のもっとも
主要な問題である筈で，参加者による立入った検討が欲しかった。
?
第 1章多民族社会と労使関係 (CharlesGamba) 
東南アジア等における労働問題は新しいタイプのものであるとみて，その具体的なあら
われを団体交渉とストライキの特色，労働と政治の結合関係，産業裁判所の運営面での問
題などを通じて多方面に紹介している。シンガポール等ではまた多民族社会であることに
よる特殊問題がある。これらの特性は，伝統的文化や行動様式と工業化に伴う新しい産業
秩序との間のあつれきをあらわすものである。これはまた伝統的価値が根強いことによっ
てきわきて長期間にわたる適応過程であらわれる。
第2章 インド労使関係における国家の干与の諸側面—その評価 (S. D. Punekar) 
インドにおける国家の労使関係に対する政策の発展と，独立以後における政府の関与の
特質を述べ，政策効果については悲観的な評価をしている。独立後，政府は労使関係に対
する関与の範囲をひろげた。これは労使関係を安定させる反面，団体交渉の発展をさまた
げ，また仲裁機関の決定が賃金構造の混乱を招くなどの問題を生じた。労使の自治による
労働問題の解決の動きもでているが，結局のところ労働組合の組織力が強まらなければそ
の実現は困難である。
第3章 インド労使関係における政府の影響の諸側面 (SubbiahKannappan) 
独立後インドでは立法と行政を通ずる労使関係への精極的介入がおこなわれた。しかし
労働組合運動の政党活動からの自立傾向，経営者の労働組合容認の傾向から， 1952年ごろ
から政府の労使関係の規制が直接的なものから間接的なものに変った。法的な強制に代る
説得，当事者の自主決定などが新しい原則であった。しかし，労働組合活動の自由と経済
開発， あるいは公共部門における財政上の必要から，現実には活動の規制がおこなわれ
た。なおまたストライキ，一部の特権的労働者の賃上げが経済発展にマイナスであるとは
いえず，客観的な研究によって政策に寄与する必要がある。
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第4章 政府，労使関係および経済発展ー一日本の場合（川田寿）
明治以降最近に至るまでの日本経済の発展と労使関係，国の労働政策の経過を第二次大
戦前と戦後に分けて概観し，この二つの時期における特徴を指摘し，また後進国の工業化
にあたっての教訓を引き出そうとしている。日本では労働者の犠牲によって工業化がおこ
なわれたが，、これを企業一家の観念に代表される前近代的社会関係が支えた。経済発展に
伴いこの伝統から脱却するという予想をもって論述している。
第5章 発展途上の国における国家と労使関係 (TijaniM. Yesufu) 
発展途上の国では，経済の後進性から脱却し生活水準を向上させるため国家の役割が大
きい。国家の経済に対する介入は当然でありむしろその仕方が問題である。団結権，争議
権などの原則はアフリカ新興国により受け入れられているが，運用の面では国により大き
な差異がある。労働組合と政治の関係にしても，組合の独自性の強い国と，ほとんど国家
機閑の一部になっている国とがある。しかし，労働組合の自由のような普遍的とみえる原
則も，それぞれの国の経済的・政治的背景のもとで，労使の利害が国全体の利害と調和し
得るように位置づけられるべきもので，理念的一律に論じられてはならない。
第6章 エジプトにおける社会的経済的変化 1952-64 (I. Abdelkader Ibrahim) 
エジプトでは1952年新政権が成立し，農地改革，産業国有化，経済閲発計画などにより
社会的•経済的変革がすすめられてきた。労働の面でも抜本的な制度上の改革が相次いで
おこなわれた。筆者はこれらの事情を新政権成立以前とも対比しながら紹介する。新制度
はこれまで地位の低かった労働者に手厚い法的保護を与えるものであった。他面政府は労
働組合の組織を法令によって再編成し，その活動を保護するとともに基準を与えた。労働
組合は生産性増大のための責任の一部を担うことになった。以上のような各種の変化が起
っている。
第7章 メキシコにおける政党，政府および労働連動—-2 つの事例研究 (Frederic
Meyers) 
PRIの一党支配が持続し経済発展に成功をみせているこの国の，政党，政府，労働組
合と，その関係の特質を代表する事例を紹介している。
PRIは労働者，罠民その他の利益集団の上に成立してきたが，そのいずれにも依存し
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なかった。労働組合は，党の政策に反したり経済を混乱におとし入れる危険のない限度で
独自に活動でき，職場での発言力は強力であった。しかし上記の限界をこえると政府の強
い干渉がおこなわれる。一方，政府（大統領）は時として独自の判断によって，労働組合
の直接的な政策決定への参与なしに，プロ・レーパー的な政策をとり，経営者の譲歩をも
得てきた。このように相互関係は，メキシコ革命 (1910年）が早い時期におこなわれ，寛
容と実際性が政治に定着することができたことによって形成された。
第8章経済発展と労働運動 (AdolfSturmthal) 
世界の労働運動は，政治的，経済的活動の重点の相違により種々の異った様相を示して
きた。これは，次のような要因によって左右された。第1は，政治的・社会的な権利，国
家の独立等の状況である。 これらが確立されていないと労働運動は政治的となる。つぎ
に，政治的目標を実現するためには，政治的手段（投票，議会工作，暴力等）が用いられ
ることが多い。さらに，長期的な労働力需給関係があげられる。経済発展の初期には，労、
働運動が不熟練労働者を含めた運動を展開しようとすると労働市場支配力がないためその
手段は政治的にならざるを得ない。このほか二次的な要素として，労働力の質の構成，宗
主国の労働組合や労使関係制度が影響する。
第9章 ァフリカにおける賃金政策の主要問題 (ElliotJ. Berg) 
アフリカ的な経済・社会事情のもとにおいて「高賃金の経済」（労働者の生活水準の上
昇，労働者個人の能率の向上，資本集約的生産方法による高賃金と定着労働力をその内容
とする）を目標とした最低賃金の引上げが有害無益なことを主として立証しようとしてい
る。
第10章 旧英•仏領ァフリカ諸国における団体交渉の発展 (B. C. Roberts, L. Greyfi.e 
de Bellecombe) 
標題の諸国における団体交渉が，欧米資本や公共部門で発展しつつあることを紹介して
いる。これらの諸国の労働法制は，ガーナのように旧支配国の法制を大幅に変更した国も
あるが，ほぼイギリスまたはフランスにのっとっている。旧仏領と旧英領では形態は異な
るが，実質的にも団体交渉が発展し，その内容に欧米諸国のような高度のものがみられる
ようになっている。
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第11章 労働組合，経営者および経済政策の形成 (R.W. Cox) 
第二次大戦後，労働組合，経営者団体などの利益集団の経済政策の立案への参加が必要
とされて。きた。後進国においては経済政策に対する支持と開発に必要な犠牲について同意
を求めるためである。この際利益集団はそれぞれの主張を明らかにし，経済専門家は政策
諸目標の併立の可能性と効果について評価を行ない，まとまったプランが形成される順序
となる。しかしフランスとインドの実例によると，官僚の役割が決定的であり，産業界の
発言力が強いのに対して，労働組合の参与はうまく行っていないなど多くの未解決の問題
があるとしてこれらを紹介している。この種の困難が解決されないと経済計画が効果のな
いものになったり，国民のコントロールをこえて官僚の決定にまかされることになってし
まう。
第12章 ユーゴースラビアにおける労働者の自主管理による所得分配 (A.Bajt) 
この国においては，労働者の自治による所得分配の制度が最近導入された。所得分配は
国民経済レベルでの間接的分配と企業レペルでの直接的分配の二段階に区別される。筆者
は主として企業レベルの分配の制度を解説し，また分配をめぐる労働者の意識について紹
介している。企業レベルでは売上から各種の費用を差引いた純所得が投資と個人粗所得
（このうち半分は社会保障負担などになる）に分割される。労働者に帰属すべき部分は， ・
職務評価，標準労働時間の算定等々の手続によりきめられるが，配分方法の具体的ルール
は労働者委員会で決定される。所得の配分についての労働者の不満がかなりつよいが，こ
れは自治の方式自身よりは，高率の投資をおこなうために所得水準が低いことによるもの
である。
第13章 イスラエルの社会経済計画と利益集団の役割 (JayYanai Tabb) 
イスラエルは短時日に経済発展に成功したが，これには精神的・社会的・制度的要素の
貢献も大きい。国民の各層とこれを代表する利益集団，政府の間にはシオニズムの共通な
精神的地盤と相互信頼関係がある。経済計画の形成される過程でも各種の利益集団が参加
し，これらの短期的，直接的な利害が計画に反映され，とくに社会的福祉が重視される。
これは長期的経済発展のための負担ともみられるが，政策を円滑にすすめるために不可欠
である。国民の支持をうけるための広報，教育活動が盛んにおこなわれ，これが相互信頼
関係にもとづいて有効に働いた。なお労・使・政府の信頼関係は事業所レベルでの生産性
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向上のための合同委員会の形成や，労働組合の自主的賃上げ抑制の試みとなってあらわれ
ている。使用者団体の弱体による組合への依存，組合の上部と下部の不一致などの問題も
あるが，イスラエル労働総同盟に代表される労働運動は経済の発展に寄与してきた。
第14章 国民経済発展計画と経済的意志決定の概念 (S.Wickham) 
資本主義経済のもとにおける経済計画の意義は特定の期間における経済の目標と見通し
を与えることにあるが，フランスにおける経済計画 (1966~70年）では政府と企業などが
情報交換と説得によって調和した意志決定を行ない，期待した結果を導こうとしている。
フランスの経済計画の策定の過程では情報を入手し政府に対して影響を与え得る利益のた
め経営者が計画に積極的に参与した。これに対し，労働組合の参与はイデオロギー上の問
題をはじめ各種の困難を伴った。もっとも労働力に関する委員会には労働組合の代表も積
極的に参加している。このような，利害の主張と調整による意志決定は企業と労働組合の
自由を前提とし不確定要素多い社会において，経済の動向に大きな影響を与える。筆者は
後進国における経済計画にもこの経験に準じて利益集団の参与を求め得るとしている。
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